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道の独占的形態が く ずれ，鉄道と 自動車との間にはもちろん，

自動車巡輸相互の間にも激しい競争状態が出現したからである 。

交通事業相互間の競争は，それがもし適度に行われるならば

事業の改善進歩の推進力となるのであるが，しかし多くの場合

は競争が激化し， 何れかの.1下染者が敗退するかあるいは阿者の

妥協が成立して，強力な独占形態を生じて利用者公衆を有'威す

るおそれがあり ， また競争のため生ずる極々のi良型tが結局何等

かの形で国民経済に不当な負担をitU!するおそれもあるので，こ

こに交通事業部l整のための諸施策が必要となるのである。

わが国の l陸上交通事業調整法は，適用範囲を地方鉄道， 軌道，

一般架合旅客自動車運送事業に限定し，調整事項を (1) 会社

の合併 (2) 事業の譲受または穣波 (3) 事業の共同経営 (4) 

事業の管理!の委託または受託 (5) 連絡上必要な線路その他の

設備の新設 ・ 変更または共Jfl (6) 運賃または料金の制定・変

更または協定 (7) 連総連輸，直通運輸そのイ也巡輸上の協定

(8) 用品その他の共同購入， 共同修絡その他調整上必!}J!と認め

る方法の 8 項目とし，調整笑現の方法ぞ主務大臣の交通事業者

に対する勧告および命令によることとしている。すなわち固有

鉄道や貨物自動車運送事業を包含せず，調整事項も調盤災現の

方法もともに限定されており ， とくに主務大臣の関与によって

のみ調整を突現する方式は， 調書主を統制]の手段によって実行 し

4 うとするものであって，むしろ交通統制と呼ぶべきものであ

ろう。交通事業制整の諸施策が， この法律に定められている 8

項目に止まるものでなく ， 制整の対象事業が地方鉄道，軌道， 一

般乗合旅客運送事業に限定さるべきものでもなく，また調整実

現の方法がこの法律に定める勧告，命令のみに止まるものでな

いことはいうまでもない。すなわち交通事業の調整に関する施

策はすこぶる広範にわたるもので， 1 920 年代以後， 欧米各国に

起っている交通政策の諸問題，たとえば自動車運輸免前方式問

題，同免許111同数割当問題， 自動車の道路費負担問題，鉄道と

自動車との営業殴督ならびに主I!貨規制の均等化問姐，鉄道業者

の自動車経'滋問題， 自家用貨物自動車の取締問題等すべて交通

卒業または交通機関の調整に|刻する重要問題てーある。--"交通

事業の統制。陸上交通事業調技法。(工藤和馬)

こうつうじぎょうのとうせい 交通事業の統制 交通事業

あるいはその交通系絡を君主駆的に規制する国の行政作mをいう。

交通事業法規にもとづく免許 ・ 認可 ・ 許可等の行政行為をす

べて交通事業の統制とする広義に解する説もあるが，これらの

行政行為は， 交通事業の公益事業たる特質にもとづく通常の法

規制であって，交通事業の統制からは除外すべきものと考えら

れる。類似誌として交通事業の制盤があるが，これは統制が国

の行政権の朕駆的発動によるもののみであるのに対して， 制整

が事業者間の自発的相互調整をも含む点において特質がある。

f去に記す場合のように，統制の手段として調整の方法を用いる

場合は形式的には調整であっても ， 木質的には統制と何ら異な

るところはない。

交通事業のみならず，各種産業に対する統制は，ある特定の

目的のために行われる。戦時経済統制lは総合戦力の対~iJ6(を目白J

として行われたものであり， 国家総動員法 (UB手n 13 年法律第

55 号)にもとづく陸運統制令。昭和 15 年勅令第 37 号，改正昭

和 16 年ttJ令第 970 号)による交通事業に対する各極f首位のよう

なものは交通事業に対する統制jの一例である。これに対して戦

後の経済統;1却は，経済民主化を目的として経済力集中排除，自

由公正競争体制の~g見を図るための統制jである。いずれにして

も経済秩序を絞極的に規制し ， 特定の目的実現を図る国の行

政作用である点が共通である。

l 統制の形態

(1) 園の直接的な権力的統制

聞の権力によって直接に統制を行うことをしづ。その内容は

交通事業の形態等について， またはその活動について命令強制

を行い， あるいは交通事業に関係ある私人のために法律関係を

形成 ・ 変更 ・ 消滅させる等の国家権力の発動である。直接行政

官庁の手によると，特殊の公的後闘の手にゆだねるとを問わな

い。この形態は統制の形として鼠度のものであるから，戦時非

常のl時J則等に行われるものである。さきに挙げた陸運統制l令の

公布のようなもの，ま たlli:1l!産業団体令 ( 11百和 16 年車IJ令第 83 1

号 ， 改正IIB和 17 年ttJ令封~; 423 号)にもとづく鉄道軌道統制会の

設立のようなのがそれである。

(2) 調整形態による統制

交通事業の統制jではあるが，前者と~なり統制目的および統

制fC忠を事業者一に示し ， 規制方法は事業者相互聞の自主的な交

渉により選定させ， その干ilì先行為として認可 ・ 許可等を行い統

制を完結する方式である。陵上交通司i 業調整i去の施行に伴な っ

て結ばれた私鉄 ・ パ ス ll1 業の吸収合併の協定はこの例である。

2 統制の内容

交通事業の統制はいかなる目的で，またいかなる形式で行う

にせよ ， これを一定の内容に分類することができる。通常の分

類方法にしたがえば， つぎの とおりである。

(1) 輸送の統制

これに当る ものとしては， 連絡運輸， flll:通巡輸等運輸上の協

定の締結の勧告または命令(陸上交通事業調整法) ， 事業者に対

する運送の拒絶 ・ 引受・運送I1関序等の強制， ?di受人に対する巡

送品の5!取りの強制(陸巡統;1司令)等がある。

(2) 物資 ・ 資材の統制

用品その他の共同購入等に|刻し(同上調整法)，また輸送用品

の供給 ・ 需要に関する規制(向上統制令)がそれである。

(3) 設備の統制j

述申告上必要な線路その他の設備の新設 ・ 変更 ・ 共用(向上剰

整法) ， 設備の譲渡 . Jt~立の命令， その新設 ・ 鉱1& ・ 改良の制限

または禁止等(向上統11司令)がこれに含まれる。

(4) 事業の統制

笑質的にもっとも重要な統制lである。会社の合併または設立，

事業の譲受または譲渡 ・ 共同経営， 事業の管理の受託または委

託の命令 ・ 勧告(同上京~!\1l:法) ， 事業の廃止または休止の命令(同

上統制令)等がこれに当る。

(5) 事業の国家管怨!

これは前項の各統制をさらに推し進めた統制の形てeある。上

記の諸統制によっては所jtJjの目的達成に不十分であると認めた

場合，国が直接に事業の巡営につき指導監督し，また施設を使

用 ・ 収用し，その従業者を供用させる(同上統制令)等の手段を

とることがらる。いうまでもなくこれは統制としても っと も高

度な形態である。--"交通事業の調整。陵上交通事業調設法。

l陸運統制令。 (向井重郷)

こう つうじ乙けいじはんれいしゅう 交通事故刑事判例集

H百和 14 年当時の鉄道大臣官房法規謀において，陸上交通事業

従業員の業務上の過失犯に関する刑事資任の研究に資するため，

交通事故の判例を集録綱さんした書籍の名称である。

その第 l 集は鉄道 ・ 軌道に闘するもので大若手院判決録，大若手

院判例集，法律新聞その他の雑誌等によ って報道されたものは

もらろん，当時間百*が保管していた国鉄に関する刑事事件のす

べての判例を集録し，これを鉄道従事員の業務別， その注1主義

務別に区別整理し，かつそれに判決の要旨を掲げて， その理解
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